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論文･報告
インドおよび東南アジア諸国の道路交通事情の比較
1.はじめに
　ASHIAN 協議講義（2016年 9 月11日から 9 月
18日）に参加するためにインド西部にあるマンガ
ロールという地方都市を訪れた．期間中は講義だ
けでなくスタディツアーとしてマンガロール市内
およびその周辺の施設などへ訪問し，様々な経験
が得られた．その中でも，筆者の専門分野が交通
計画であることから道路交通事情には特に興味が
あり，観察した．筆者の海外渡航経験は少ないこ
ともあり，日本との交通事情の差違の大きさには
驚嘆もした．
　そこで，本稿ではインドの道路交通事情を現地
で観察して得られた情報だけでなく文献から情報
を集め，また比較対照として東南アジア諸国につ
いても調査を行い，とりまとめる．
2.インドおよび東南アジア諸国の道路交通
事情
2.1　経済成長と交通事情の関係
　交通事情は種々の要因で形成されるが，経済成
長著しい東南アジア諸国では車の保有台数が大き
な影響の一つといえる．図－1に示すように，車
の保有台数は GDP と強い相関があり，GDP の成
長とともに保有台数は増加する．また，一人あた
りの GDP が 3,000 ドルを超えると急速なモータ
リゼーションを迎えると言われている（図－2）．
モータリゼーションの速度は道路の整備速度より
も早いことから，このときに深刻な渋滞の発生，
交通事故件数の増加などが発生する．日本では昭
和40年ごろからモータリゼーションが進み，それ
に応じて交通事故死傷者数が急激に増加する，い
わゆる第一次交通戦争と呼ばれる現象が発生した
（図－3）．
2.2　モータリゼーションによる環境負荷
　モータリゼーションの進展に伴い急激な CO2
排出量増加し人体への影響が考えられる．乗用車
起源 CO2 排出量は図－4のフローを用いて推定
する．しかし，東南アジア諸国は自動車登録制度
の欠如により自国の CO2 排出量の把握が困難で
あることが問題である．
図-1　GDPと乗用車保有台数の関係1)
１佐賀大学大学院工学系研究科博士前期課程
図-3　交通事故発生件数・死者数・負傷者の推移3)
図-2　各国の一人当たりGDPの推移2)
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2.3　オートバイの混入率に応じた交差点運用の
実態調査
　図－5より多くの東南アジア諸国ではオートバ
イの保有率が高く，主要な都市交通手段である．
オートバイはコンパクトで環境負荷も小さい乗り
物である．そこで車道でのオートバイの走行が交
通流に与える影響の把握，オートバイ混入率に応
じた交差点運用の実態オートバイの走行安全への
取り組み等について，タイ，カンボジア，ベトナ
ムを対象とした調査を紹介する．
図-5　人口100人当たり二輪車保有台数5)
　調査の結果，図－6の様な 3 種類の交差点運用
形態について検討を行う．図－7より「標準的な
交差点」ではオートバイの数が増えると四輪車の
交通は妨げられる．「オートバイ専用信号待ちエ
リア」を有する交差点と「標準的な交差点」では，
前者は四輪車用停止線が後退して発進が遅れると
いう影響が認められる一方で，信号待ちエリアに
オートバイを集めることで車間を走るオートバイ
の台数が減少するという影響がある．オートバイ
混入率が低い状況では「標準的な交差点」の方が
効率的な交通が可能であるが，混入率が上がれば
逆転する．よってオートバイ混入率に応じて，最
適な交差点形態は変わってくる．
2.4　インドにおける道路交通事情
2.4.1　BRICS との比較から見るインドの急成長
　インドは BRICS 諸国の中でも中国に次ぐ高成
長を続けているが図－8によると一人当たりの
GDP は BRICS 諸国の中では最下位である．図－
9によると自動車登録台数2003年の約1000万台か
ら2010年では2000万台と，７年間で約1000万台増
加している．よって，人口12億人に対して登録者
数が2000万台と必ずしも絶対数としてはまだ決し
て多くはないことや乗用車の平均年間増加率は
19.4% を維持していることを鑑みれば，今後も自
動車販売台数は年々増加することが推測できる．
図-8　BRICS 諸国の一人当たり名目GDP8)
図-4　乗用車起源CO2排出量フロー4)
図-6　3つの交差点形態6)
図-7　オートバイの混入率による交差点容量の推移7)
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図-9　自動車販売台数の推移9)
2.4.2　道路インフラの状況
　写真－1はマンガロールで宿泊したホテル前で
撮ったものである．
　道路はコンクリートで舗装され中央分離帯も設
置されており比較的インフラ整備が整っている場
所である．また沿道には様々な用途の建物が立ち
並び賑わいがあることからマンガロールにおける
市街地であると考えられマンガロールの市街地は
一定の交通インフラは整っている印象である．
写真-1　マンガロール市街地
　しかし，市街地から離れると交通インフラの整
備はほとんど行われていない．道路わきの排水設
備が十分でなく，降水量が多い時期は冠水が予想
される（写真－2）．歩道，横断歩道，歩行者信
号の未整備である道路がほとんどで歩行者に配慮
された道路整備がされていない．よって道路イン
フラに関してインド全体ではまだまだ交通インフ
ラが足りていない状況である．
　日本では比較的少ないがインドの車道ではハン
プが数多く設置されている．ハンプの効果として
乗用車がスピードを減速せずにハンプを通過する
と車が弾んでしまう．運転マナーが悪いインドも
ほとんどの車がハンプの前では減速をしていた
（写真－3）．
写真-3　ハンプ10)
2.4.3　ITS 技術における交通整備
　交通管制センターが比較的整備されているのは
デリー，ムンバイ，バンガロール，プネの４都市
である．これらのセンターでは概ね CCTV によ
る監視，信号無視取り締まりシステム（信号無視
を犯した車両のナンバープレートをカメラでとら
え，後日罰金徴収するもの．プレート番号は撮影
された画像を元にマニュアルにて入力される），
一部の区間の信号制御等を実施している（写真－
4）．
写真-4　コントロールセンター（デリー）11)
　インド大都市圏において，高度交通情報システ
ム（Intelligent Transport Systems: 以下 ITS）の
現状と今後に向けたと課題を確認する．
　ITS の現状として，国家レベルにおいて ITS
写真-2　整備が行き届いていない道路
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に関する長期的なビジョンを示した上位計画が存
在しない．上位レベルの政策として，都市交通問
題の解決のために ITS を活用する旨触れられて
いるが，まだ具体的に踏み込んだものではない．
また，省庁横断型の推進体制，或いは産官学の協
調体制が整っていない．地域レベルにおいて ITS
の設備が導入されている地域もあるが，全国的な
標準は存在せず，各都市独自にシステムを構築し
ている状況である．
　都市レベルにおける課題として道路・交通に関
する課題と ITS に関する課題の二つがある．
　道路・交通に関する課題では，道路線形，車線，
交差点形状など適切に整備されておらず都市部で
は車両環境と歩行者空間が明確に区分けされてい
ないという道路インフラの問題と逆走，割り込み，
車線無視，信号無視，停止線オーバー，二輪車の
ヘルメット未着用など交通マナーの問題がある．
ITS は一定の秩序の上で効果が期待されるためイ
ンフラ改善及び交通マナーの改善が必要である．
　一方，ITS に関する課題として，現在のインド
ではナンバープレートは全国的に統一されていな
い．材質，文字，大きさ，設置位置は統一されて
おらず，言語は地域によって異なる（写真－5）．
このためシステム的に自動でナンバープレートを
判別することに困難な状況である．
写真-5　統一されていないバンパーの例12)
3.考　察
　急速に発展を続けているインド及び東南アジア
諸国における交通事情は普段日本で生活している
と体験できないものばかりである．インドにお
ける道路インフラの整備不足，未完全な ITS の
整備はインド国民の交通マナーの悪さであった
り，政府の管理の甘さからくるものであったりと，
様々な要因が存在する．今後，インドが豊かにな
ることで乗用車の数は増え続けインドにおける道
路交通の環境はより劣悪になる．それを防ぐため
には都市部のマスタープラン作成といった政府の
抜本的な改革が必要である．
　急成長を遂げるインドで日本が道路インフラ整
備に関して貢献するために，インド独自の問題と
直面しながらも政府との密接な連携が必要である
と考える．道路交通改善計画の知恵として日本に
比べオートバイの割合が高い東南アジアでの調査
から道路上でのオートバイの混入率から最適な交
差点形態を配置するなど，日本でのノウハウだけ
でなく現地調査との照らし合わせが重要になって
くると考える．
　オートバイの割合が高い東南アジア諸国は今
後，経済成長をつづけ富裕層が増えることで国内
の乗用車の割合が高まる可能性がある．その時は
道路でのオートバイの優位性の変化が考えられ道
路形態にも今後を見据えた多様性が重要になる．
4.おわりに
　インドの道路交通事情について東南アジア諸国
を比較対象としてまとめた．道路交通事情は各国
の経済情勢に大きく関係する為随時最新の情報の
観測に従事すべきである．
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